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はじめに

珠江デルタ地区は中国の改革開放の先行地区であり、中国の重要な経済中心地でもあり、全国の経済社会発展と改革開放において著しい先導的役割と重要な戦略的地位を果たしている。改革開放以降、党中央、国務院の的確な指導の下で、珠江デルタ地区は懸命に改革し、開放を先行し、積極的に開拓し、経済社会発展の歴史的進展を遂げており、全国の改革開放と社会主義近代化の推進に多大な貢献をしている。当面の国内外経済情勢に重大な変化が生じた中で、珠江デルタ地区が経済構造調整と成長方式転換の重要な時期にあり、その更なる発展は厳しい挑戦に臨むが、重大なチャンスも並存する。改革開放30周年にあたり、国家戦略の全般と長期的発展を視野に入れて、珠江デルタ地区における新しい優位性の創出を促進し、その自身の発展をさらに推進し、全国への輻射・先導的役割と先行的な模範的役割を一層果たさせるように「珠江デルタ地区発展計画綱要」を制定する。
当該計画綱要の計画内容は広東省の広州、深圳、珠海、佛山、江門、東莞、中山、恵州と肇慶を主体として、汎珠江デルタ地区をカバーし、さらに香港・マカオとの緊密な提携に関する内容を計画にも盛り込んでいる。計画期限は2020年とする。
当該計画綱要は、珠江デルタ地区の現下と今後の一定時期の改革発展を導くための行動指針と関連する特別計画編成の根拠とする
一、珠江デルタ地区の改革発展加速の重要な意義
（一）30年間の改革発展の成果。

　改革開放30年間以来、珠江デルタ地区は存分に改革「モデル・ケース」の役割を発揮し、全国で市場を方向とする改革の推進を先行し、いち早く社会主義市場経済体制枠組みを立ち上げ、市場化程度が最も高く、市場システムが最も完備した地区となっている。香港、マカオに隣接する区域優位性を頼りに、世界からの産業移転と要素再編の歴史的チャンスを捉え、開放型経済システムの整備を先行し、中国の輸出志向度が最も高い経済区域と対外開放の重要な窓口となっている。広東省を遅れていた農業大省から中国トップの経済大省への転換に誘導し、経済規模が相前後してアジアニーズのシンガポール、香港と台湾を抜いて、グローバルな制造業拠点の基盤を打ち立てて、中国の経済社会発展を推進するための強大なエンジンとなっている。人口と経済要素が高度に集約し、都市化水準が急に上り、インフラ施設が比較的完備し、一群の時代雰囲気に富んだだけでなく、嶺南の特色を持った近代化都市を整備し、中国の三大都市密集地の一つとなっている。都市・農村住民所得水準が大幅に向上し、都市と農村をカバーする社会保障システムが初歩的に整備し、教育、科学技術、文化、衛生、スポーツなどの各項目の社会事業が迅速に進み、公共サービスシステムが基本的に作り上げられている。珠江デルタ地区はすでに新しい歴史起点に立っている。珠江デルタ地区の改革・発展の巨大な成果は、「発展こそが硬い道理で、改革開放が中国の特色社会主義の発展、中華民族の偉大な復興の実践に向けて通らなければならない道である」を雄弁に証明した。

（二）直面している挑戦とチャンス。

経済のグローバル化と区域経済の一体化が進み、特に当面の世界金融危機が絶えず蔓延し、実態経済への影響が日増しに深刻化した中で、珠江デルタ地区の発展に深刻な影響が与えられ、世界金融危機はまだ解決されていない構造的矛盾と絡んで、外需の急減に一部の産業の生産能力過剰が重なり、原材料価格の大幅な変化に加えて国際市場への依存度が比較的高く、経済運行の困難が増え、深層的矛盾と問題がはっきりと現れている。主に産業グレードは全体も低くて、製品の付加価値が高くなく、貿易構造があまり合理的でなくて、革新能力が不十分で、全体の競争力が強くない。土地開発強度が高すぎて、エネルギー資源保障能力が比較的弱く、環境汚染問題が比較的著しく、資源環境制約が現れ、従来の発展方式が持続しにくい。都市・農村と地区の成長は依然として不釣り合いで、生産力配置が合理的ではなく、空間利用効率が高くなく、社会事業発展が停滞し、ヒューマンリソース開発水準、公共サービス水準、文化ソフトパワーの向上が期待される。一方で、珠江デルタ地区も重大なチャンスに直面している。世界からアジア大洋州地域への産業移転のトレンドに変化がなく、アジア区域経済協力と交流がまさに発展しつつあり、中国―アセアン自由貿易区の進展が加速する。中国は依然として重要な戦略機運期にあり、工業化、情報化、都市化、マーケティング化、グローバル化が進み、広東・香港・マカオの3地区の経済融合が加速し、経済発展は強い潜在力を有する。特に改革開放30年間の発展を通じて、珠江デルタ地区は十分な物質基礎を蓄積し、経済実力、地区競争力が著しく高まり、これらは珠江デルタ地区の改革発展加速のために有利な条件と広大な空間を提供している。

（三）重要な意義。

　新しい情勢の下で、珠江デルタ地区の改革発展の加速を進め、存分に自身の強みを発揮し、著しい問題の解決に注力し、プレッシャーをバネにし、挑戦をチャンスに転換し、グローパルな金融危機による不利な影響を最低限に抑え、経済社会の健全で快速な成長を推進するのは、当該地区の経済発展方式転換の必然な選択であり、中国が経済成長を維持するための切実な需要と科学的な発展を実現させる戦略的需要でもある。珠江デルタ地区の改革・発展の加速は、珠江デルタ地区の経済構造の戦略的調整の加速、経済発展の動力と活力の増強に寄与する。さらに中国の綜合的実力、グローバル競争力と世界リスク対策能力の向上、もっと良く世界経済提携と競争への参与に寄与する。珠江デルタ地区と汎珠江デルタ地区への経済発展の輻射と促進、優位性の相互補完、良性インタラクティブの地区経済発展の新たな構造づくりに寄与する。「一国二制度」方針の徹底化、香港・マカオ地区の長期的な繁栄、安定の維持に寄与する。体制メカニズム革新の深化に寄与し、科学的な発展の体制メカニズムの実現に向けた新しい経験を提供する。

二、全体的な要求と発展目標
（一）指導思想。
　中国の特色ある社会主義の偉大な旗幟を高く差し上げ、鄧小平理論と「3つの代表」の重要な思想を指導とし、科学的な発展観を徹底的に実行し、思想をいっそう解放し、改革開放を堅持し、科学的な発展観を実践する先頭兵をするようにする。近代的産業システムの整備に注力し、発展方式の転換を加速し、真っ先に資源節約型と環境友好型社会を作る。科学技術の進歩に注力し、自主的な革新能力を増強し、真っ先に革新型区域を作る。人民生活で目立った問題の解決に注力し、都市と農村地区の歩調を合わせた発展を促進し、真っ先に社会主義の調和が取れた社会を作る。体制改革を深め、勇敢に体制メカニズムの革新を進め、真っ先に完備した社会主義市場経済体制を作り上げる。香港・マカオとの提携の強化に注力し、対内・対外開放を拡大し、真っ先にいっそう開放した経済システムを作り上げる。当面の問題の解決を長期的な発展計画に結び付け、珠江デルタ地区の経済の穏やかで速い発展を維持し、香港・マカオ地区の長期的な繁栄、安定の維持のために強力なサポートを提供し、中国の改革開放と社会主義近代化建設のためにもっと大きな貢献をして、真っ先に全面的な小康社会（ややゆとりのある社会）を作り上げて近代化を基本的に実現させる。
（二）戦略の位置付け。

——科学的な発展モードの先行試験区として探求する。珠江デルタ地区にもっと大きな発展自主権を与え、真っ先に経済発展方式の転換、都市と農村地区の歩調を合わせた発展、調和がとれた社会の建設を探求する新たなルート、新たな措置を支援し、一本の生産が進み、生活が豊かで、エコロジーが良好な文明的発展の道を歩み出し、全国の科学的な発展ためにテストケースを提供する。
——改革先行区を深化する。引き続き全国改革「モデル・ケース」の歴史的使命を引き受け、大胆に探求し、先行先試（先に実行し、先に試む）し、全面的に経済体制、政治体制、文化体制、社会体制の改革を推進し、重要な領域と肝心な一環で真っ先に突破を求めて、科学的な発展を実現させるために強大な原動力を提供し、中国の特色ある社会主義の発展に新鮮な経験を創造する。
——開放拡大の重要なグローバルポータル。「一国二制度」の方針を堅持し、香港・マカオとの緊密な提携、協同発展を推進し、共同でアジア・太平洋地域の最も活力とグローバル競争力を有する都市群を作る。グローバル地域提携メカニズムを革新し、全面的に経済のグローバル化水準を向上し、内外連鎖、互利互恵、安全で高効率な開放型経済システムを完備する。
——グローバルな先進的制造業と近代的サービス業拠点。ハイエンド発展の戦略方向を堅持し、自主革新の新しい高点を確立し、若干規模と水準が世界上位に立つ先進的製造産業拠点を作り上げ、一群のグローバル競争力を持つ世界的企業とブランドを育成し、香港国際金融中心に対応する近代的サービス業システムを発展させて、香港・マカオ地区と棲み分けする国際水上運輸、物物、貿易、展示、観光と革新センターを作る。

——全国で重要な経済中心。綜合的実力は全国経済区の上位にランクインし、輻射は能力の向上を促進し、珠江デルタを中心とする資源が互いに補完し、傾斜発展の多元化産業圏を形成させて、環珠江デルタと汎珠江デルタ地区の発展を促す先導になり、全国の発展を促すもっと強大なエンジンになる。

（三）発展目標。

当面と今後の一定の期間は存分に情勢の深刻性と複雑性を見極めなければならず、信念を固め、困難に立ち向かい、穏やかで速い経済成長の確保を最も重要な任務にして、中央の内需拡大策の各項目の徹底化を急がせる。珠江デルタ地区の実際状況に結び付け、強力に人民生活を改善し、最終消費需要を喚起させ、強力に民間投資を引き出し、対外貿易・輸出を促進し、経済成長促進の合力を形成させる。

　2012年までに真っ先に「小康社会」を実現し、科学的な発展体制メカニズムを初歩的に形成し、産業構造が明らかに昇級し、自主革新能力が明らかに増強し、生態環境が明らかに最適化し、人民の生活が明らかに改善し、地区の都市と農村の格差が明らかに縮小し、区域一体化構造が初歩的に形成され、広東・香港・マカオ経済がいっそう融合的に発展する。1人当たりの地区生産総値が80,000元に達し、サービス業の付加価値比率が53%を達成させる。都市と農村の住民の平均収入は2007年より著しく増加し、平均寿命が78に達し、社会保障システムが都市と農村をカバーし、誰でも基本的な公共サービスを享受できる。都市化水準が80%以上を達成し、生産総値1億元新規増加の地区ごとに必要な新規建設用地量が減少し、単位生産総値のエネルギー消耗と世界先進国水準との格差が明らかに縮小し、環境品質がいっそう改善される。
2020年までに真っ先に近代化を大体に実現し、基本的に完備した社会主義市場経済体制を作り上げ、近代的なサービス業と先進的な制造業を中心とした産業構造を形成し、世界的先進水準を有する科学技術革新能力を形成し、全体人民の睦まじく付き合う局面を形成し、広東・香港・マカオの三地区分業提携、優位性の相互補完、全世界で最もコア競争力を持つ大都市圏の一つになせる。1人当たりの地区生産総値は135,000元、サービス業の付加価値比率は60%を達成させる。都市と農村の住民所得水準は2012年より倍増し、合理的で秩序がある所得分配構造が基本的に整備される。平均希望寿命が80歳に達し、全社会のもっと高い水準を持つ社会保障を実現させる。都市化水準が85%ぐらいに達し、単位生産総値のエネルギー消耗と環境品質は世界的先進水準を達成させるか、またはそれに接近する。

三、近代的産業システムの構築
　情報化と工業化の融合を促進し、近代的サービス業を優先的に発展させ、先進的制造業の発展を加速し、強力にハイテク産業の発展を発展させ、優位性を持つ在来産業を改良・昇級し、積極的に近代的農業を発展させ、近代的サービス業と先進的制造業を二重駆動とする主体産業群を整備し、産業構造の高級化、産業発展の集約化、産業競争力のハイエンド化に向けた近代的産業システムを形成させる。
（一）優先的に近代的なサービス業を発展させる。

珠江デルタ地区と香港・マカオ地区との近代的サービス業分野での提携を支援し、金融業、会議展示業、物流業、情報サービス業、科学技術サービス業、ビジネスサービス業、アウトソーシングサービス業、文化アイデア産業、本部経済と観光業を重点的に発展させ、全面的にサービス業の発展水準を昇格させる。広州市、深圳市の地区金融センター整備を支援し、多段階の資本市場システムと多様化で比較的完備した金融総合的サービスシステムを作り上げる。条件に合った優良企業の株式公開による融資を支援し、直接融資の割合を拡大する。グローバル競争力を持つ金融ホールディングスグループを育成し、できる限り早く深圳証券取引所でグロース・エンタープライズ・マーケット（GEM)」をスタートし、株式譲渡代行のシステムを改善し、広東金融ハイテクサービス区の整備を支援する。強力に金融バックオフィスサービス産業を発展させ、アジア・太平洋地域に輻射する近代的金融産業後援拠点を整備する。一群の国際影響力を持つ専門展示会を発展させ、中国（広州）輸出入商品取引会、中国（深圳）国際ハイテク成果交易会、中国（珠海）国際航空・宇宙博覧会、中国（広州）中小企業博覧会、中国（深圳）国際文化産業取引会の国際影響力を拡大し、世界一流の展示会ブランドを育成する。白雲空港、宝安空港、広州港、深圳港などの一群の中枢型近代物流パークの整備を進め、近代的物流業に対応するインフラ施設を改善し、広東での世界一流の物流センターの整備をけん引する。珠江デルタ地区を中心とする南方物流情報交換中枢を整備し、いっそう珠江デルタ地区の国際電子商取引センターの地位を確立する。アウトソーシングサービス業の発展に注力し、2012年までに国家クラス国際サービスアウトソーシング拠点2～3ヵ所を育成し、比較的完備した国際サービス業のアウトソーシングチェーンを形成させる。研究設計、営業企画、工事コンサルティング、仲介サービスなどの第三者専門サービス機構の発展を支援し、科学技術サービス業とビジネスサービス業の発展を促進する。ヒューマンリソースサービス業の発展を加速し、一群の当地に立脚し、全国に放射するグローバル競争力を持つヒューマンリソースサービス機構を支援する。ヒューマンリソースの合理的な流動と効果的な配置を促進する。一群のアイデア産業集約群を育成し、珠江デルタ国家クラスソフトとアニメーション産業拠点の整備を加速する。強力に本部経済を発展させ、国内外大型企業及び影響力を有する仲介サービス機構が珠江デルタ地区で本部又は支部を設立するように奨励する。全国的観光総合改革模範区を整備し、アジア大洋州地区で最も影響力を持つ国際旅行観光地と観光客集散地に育成する。2020年までに近代的サービス業の付加価値がサービス業付加価値に占める比率が60％を超える。

（二）先進的な制造業の発展を加速する。

　存分に既存の基盤と港の条件を活かし、資金・技術が密集し、寄与度が高くて先導性が強い近代的な装備、自動車、鋼鉄、石化、船舶製造などの産業の発展に主眼を置き、新型工業化の道を堅持していく。装備製造業の発展を加速し、原子力発電設備、風力発展設備、送変電プラント、CNC工作機械及びシステム、海洋工事設備の5つの基幹分野で突破を遂げ、世界クラスの重大プラントと技術装備製造産業拠点を整備させる。自主ブランドと自主技術を軸とする自動車産業集散地の発展を加速し、年間生産高が1,000億元を超える超大型自動車製造企業２～3社を育成し、グローバルな自動車製造拠点を整備させる。高出力中低速ディーゼル・エンジンなどの船舶向け基幹装備を発展させ、年産能力1,000万トン級の世界クラス大型船修理・造船拠点と近代化技術レベルを持つ海洋工事設備製造拠点を整備させる。宝山鋼鉄による韶山鋼鉄、広州鋼鉄の再編をきっかけに1,000万トン級の近代的な湛江鋼鉄拠点を整備させる。石化産業の集約化を進め、深水港の条件が優れ、環境負荷能力が比較的大きい沿海地区に力を集中し、条件がよりよい既存企業を頼りに高水準で1,000万トン級の石油精錬、100万トン級のエチレン一体化プロジェクトを整備し、世界的先進水準を持つ超大型石油化学工業拠点の整備を目指す。汎用飛行機製造産業の発展を支援し、新エネルギー自動車産業を強大にする。強力にファイン・ケミカル、医薬などの産業を育成し、規模と水準を昇格させ、新たな経済成長拠点を整備させる。2020年までに先進的制造業の付加価値が工業付加価値に占める比率が50％を超える。近いうち、適度に新規生産能力を規制し、構造調整を加速し、長期的な発展のために基盤を打ち立てる。
（三）強力にハイテク産業を発展させる。

　全面昇格を重点突破に結び付けることを堅持し、自主革新と産業集約を際立て、新興産業を育成して強大にし、世界で重要なハイテク産業地帯を作り上げる。ハイエンド産業と産業チェーンのハイエンド化発展に注力し、ハイテク産業のコア競争力の向上を加速する。優位性のある地区、産業拠点と産業パークに生産要素が集まるように誘導し、産業特色が鮮明で、サプライシステムが完備したハイテク産業群の形成を促す。電子情報、バイオ、新材料、環境保護、新エネルギー、海洋などの産業を重点的に発展させる。電子情報分野ではソフトウェア及び集積回路設計、新型プラットディスプレイ、半導体照明、次世代ブロードバンド無線通信、次世代インターネット、デジタルホーム等の産業の発展に主眼を置き、デジタル映像製品のシフト、グレードアップを促進し、全世界での通信設備の競争優位性を向上し、近代的な情報産業拠点を整備する。バイオ分野では幹細胞、遺伝子転換、バイオ情報などの基幹技術と重要製品の研究開発に主眼を置いて、強力にバイオメディカル、生物育種などの産業を発展させる。新材料分野では新型電子材料、特殊機能材料、環境友好型材料や高性能構造材料などを重点的に発展させる。環境保護分野では環境保護技術と設備、環境サービス産業などを重点的に発展させる。新エネルギー分野では風力エネルギー、太陽エネルギーを重点的に発展させる。海洋分野では海洋生物、海洋資源を重点的に発展させる。重点分野をめぐってハイテク産業化の重点特別プロジェクトを実施し、ハイテク産業化プロジェクトへの支援力を強化する。ハイテク産業開発区の「二次創業」を進め、重点的に広州科学城（北区）と深圳ハイテク産業帯の整備を推進し、科学研究、標準化と科学技術成果産業化の同期発展を加速し、広州、深圳の国家ハイテク産業開発区を全国に先駆ける科学技術パークに育成する。2012までに生産高規模が1,000億元を超える新興産業群3～5ヶ所を育成し、重点的に売上高が1,000億元に達するグローバルプレゼンスを有する多国籍企業3～5社を育成する。2020年までにハイテク製造業の付加価値が工業付加価値に占める比率が30%に達する。

（四）優位性のある在来産業を改良し、昇級させる。

改良・昇級し、有名ブランドで先導し、品質で勝ちを制し、シフト・グレードアップする戦略を実施し、家庭用電器、繊維アパレル、軽工業食品、建築資材、製紙、漢方薬などの優位性のある在来産業を優良にし、産業集約度を引き上げ、製品品質を高め、全体競争力を強める。ハイテク、先進的適用技術と近代的管理技術を採用し、産業チェーンの高付加価値の両端への延伸を推進する。産業チェーンのサプライヤ能力の向上、高付加価値製品の増加を重点として、研究開発を増加し、工程設計を強化し、技術装備水準を向上し、強力に環境保護、省エネルギー、高付加価値製品を発展させ、優位性のある在来産業のブランド利益志向型への転換を推進する。優位性のある在来産業の組織構造調整を加速し、一群の有名ブランドを有する先導企業を育成する。先導企業、ブランド商品と有名ブランドの先導的役割を発揮し、佛山の家電と建築材料、東莞のアパレル、中山の照明装置、江門の製紙などのグローバルプレゼンスを有する地区ブランドを育成し、産業集約群を強大にする。優位性のある輸出製品の技術価値と付加価値を向上し、自主ブランドの輸出商品の比率を高める。産業参入規制を強化し、資源型ローエンド産業の撤退を促進し、立ち遅れた産業と生産能力を淘汰させる。

（五）積極的に近代的な農業を発展させる。

高生産、優良品質、高効率、エコロジー、安全の要求に応じて、農業発展方式の転換を加速し、農業の産業構造を最適化し、嶺南の特色を持つ都市型、輸出志向型の近代的な農業産業システムを作り上げ、真っ先に農業の近代化を実現させる。穀物の栽培面積を安定化し、基準耕地を建設し、優良品質なイネの産業工事を実施し、既存の食糧生産能力が下がらず、食料安全保障能力が低下しないように確保する。野菜、水産と牧畜などの農産物拠点の整備を加速し、農産物の鮮度保持加工と流通ボトルネックを突破し、グローバル競争力を有する園芸産業帯と農産物の近代的な物流システムを整備する。基本的な耕地保護区の整備を強化し、水利灌漑施設を改造し、優良品種の繁殖・育成や動植物防疫などのインフラ整備を強化し、絶えず農業施設の装備構造を最適化し、農業社会化サービスシステムを健全化する。農業科学技術の革新と成果転化を進め、農業への科学技術の寄与率を向上し、高水準で若干の国家クラスの近代的農業パークを作り上げる。農村集団土地の株式合成制を完備し、農業産業化、規模化、集約化経営を進め、労働生産性と土地産出率を向上させる。全力で農業の標準化を進め、「あぜから食卓まで」の農産物と食品の良好な生産規範、品質安全監督管理システムと製品の追跡可能な制度を制定し、健全化する。農業支援保護システムを強化し、農業のリスク対策能力を増強する。農業の国際協力を強化し、珠江デルタの輸出志向型農業の広さと深さを開拓し、グローバル競争力と持続的発展を強化する。

（六）企業の全体的競争力を昇格させる。

一群の後れている企業の淘汰を通じて、一群の労働密集型企業の移転、一群の優位性のある企業の昇級、一群の潜在力のある企業の育成をして、企業組織の構造調整を進める。強力に企業情報化を進め、適切に企業の管理水準を向上させる。当面、各種類の有効な手段を綜合的に運用し、経営難企業が難関をクリアするように支援すると共に、優位性のある企業の主力事業をめぐる統合と再編の実施を奨励し、一群の自主知財権とグローバルブランド、グローバル競争力を有する大型企業を形成させる。産業チェーンにおける大型企業の基幹的役割を発揮し、中小企業の成長を促し、大型企業を先導として中小企業が専門的に納入する協業システムを形成させる。2012年までに年間売上高が100億元を超える企業に100社以上を達成させる。そのうち、1,000億元を超える企業が8社前後に達し、グローバルブランド商品の数量が倍増するようにする。2020年までに年間売上高が1,000億元を超える企業が20社前後に達し、グローバルブランド商品が20個前後を達成させる。

四、自主革新能力の向上

自主革新の体制メカニズムと政策環境を完備し、企業を主体とし、市場を方向誘導として産・学・研が連携する開放型区域革新システムを構築し、真っ先に全国革新型区域を整備し、アジア・太平洋地域の重要な革新中心と成果転化拠点になり、全面的にグローバル競争力を向上させる。

（一）コア技術の革新と転化を推進する。

近代産業の発展需要をめぐって、基幹分野の導入・消化、再革新と集約革新に注力し、積極的に原始革新を進め、革新成果の転化を加速し、産業技術の躍進的発展を実現させる。電子情報、バイオと新型医薬、先進的製造、新材料、省エネルギーと新エネルギー、環境保護と資源綜合利用、近代的農業などの基幹分野での自主革新を重点的に展開し、一群の業界のコア技術と共通性技術を身に付ける。産業の最前線技術の重大な難関攻略計画を実施し、基幹分野における科学技術の共同難関攻略を展開し、省エネルギー・排気ガス減少とリサイクルエネルギー、革新薬物のふるい分けと評価、次世代インターネット、新世代移動通信などの自主革新の重大な特定プロジェクトを実施し、産・学・研連携と区域共同担当の国家重大科学技術特別プロジェクトを後押しする。大学テクノロジーパーク、科学技術成果インキュベーションと中間試験拠点の整備を強化し、一群の革新成果産業化拠点を新規整備し、ハイテク産業化模範プロジェクトを組織、実施し、珠江デルタ地区での国家重大革新成果転化を支援する。強力に技術評価、財産権取引、成果転化などの科学技術仲介サービス機関の発展を進め、技術移転プラットフォームを構築し、革新成果の転化を促進する。2012年までに年間特許出願数が600件/百万人に達し、いくつかの重点分野で自主革新が世界的先進水準に接近するかそれを達成させる。2020年までに「広東製造」から「広東創造」への転換を基本的に実現させる。

（二）企業の自主革新の主体的地位を強化する。

　革新要素が企業へ集まり、企業が研究開発投資を増加するように誘導し、自主革新における現地企業の主体地位を強化する。自主革新を促進する政策措置の検討を支援し、真っ先に企業の自主革新能力を増強する政策システムの整備と改善を奨励する。企業の自主革新のバックアップシステムを改善し、全面的に企業の研究開発費用の税引き前加算・控除などの自主革新の優遇政策を徹底化し、革新製品の政府調達力を強化する。企業と全国の大学・高等専門学校、科学研究院が共同で高水準の技術研究開発機関と人材育成機関を整備することを後押しし、企業技術センターを整備し、共同で国家の重大な科学技術プロジェクトを引き受ける。業界公共技術プラットフォームと革新サービスシステムの整備を強化し、企業の自主革新のために公共サービスサポートを提供する。一群の自主革新能力が強く、経済的効果がよい革新型企業を育成し、国家クラス革新型先導企業５０社と世界に先駆ける革新型先導企業10社の育成を重点的に支援する。

（三）開放型区域革新システムを構築する。

地域提携と国際間提携を強化し、区域革新の布石を完備し、革新能力の整備を強化し、開放・融合、配置が合理的で、支持力がある区域革新システムを構築する。広東・香港とマカオの科学技術提携を深め、科学技術難関攻略の共同展開と革新プラットフォームの共同整備を支援する。深圳・香港革新圏を計画し、広州、香港の産・学・研連携を強化し、国家革新型都市整備を加速し、広州-深圳-香港を主軸とする区域革新の布石を形成させる。広州国家クラス開発区による革新発展モードの試験的展開を支援する。企業の国際間提携革新の先行試験を実施し、企業の国外研究開発機関の整備を奨励し、積極的に多国籍企業の研究開発センターの移転を引き受ける。革新プラットフォームの運行管理メカニズムを完備し、科学研究設備と科学技術情報の開放共有制度を制定し、健全化し、革新プラットフォームの公共サービス機能を強化する。深圳の国家ハイテク産業革新センター、華南新薬創製センター、広州国際生物島などの重大革新プラットフォームの整備を加速する。2012年までに近代的な運行管理メカニズムを有する国家重点実験室、エンジニアリングセンター、エンジニアリング実験室などの革新プラットフォーム100ヵ所を整備する。2020年までに比較的完備した区域性グローバル化革新システムを形成させる。

（四）国家と地方の革新連鎖メカニズムを深める。

　国家の関連機関と広東省が共同で自主革新綜合試験を展開し、積極的に調和がとれた管理、審査評価、科学技術体制等の面での体制メカニズム改革を進め、国家と地方の革新資源の高効率配置と総合的集約を促し、上下が連鎖し、革新に力を合わせる。省部産・学・研連携の重大な科学技術プロジェクトを設立し、「産・学・研連携の綜合模範企業」行動計画と省部企業科学技術の特派員行動計画を実施する。国家重点大学、科学研究機関と珠江デルタ地区の連合を支援し、100前後の省部産・学・研技術革新アライアンスを創設し、共同で一群の高水準の研究型大学、科学研究機関、重大な革新プラットフォームと省部産・学・研技術模範拠点を建設する。珠江デルタ地区における国家の重大な科学技術インフラ施設、重要な科学研究機関と重大な創造能力プロジェクトの布石、建設を支援し、中国科学院と広東省自主革新戦略協力を積極的に推進し、分裂中性子源、南方深海海洋科学技術革新拠点、中国科学院広州生命健康研究院、中国華南超コンピュータセンター、中国科学院広州工業技術研究院、中国科学院深圳先進技術研究院などの共同整備プロジェクトを加速する。

（五）自主革新環境の整備を強化する。

　自主革新への投入、知財権保護、人材などの支持システムの整備を強化する。財政資源を最適化し、統合し、財政への投入を強化する。革新創業融資環境を改善し、積極的に知財権の質入、リースと創業当市を発展させて、サービスが自主的に革新する新型金融機関の整備を検討し、科学技術保険の先行試験を展開する。知財権と技術規格戦略を実施し、知財権保護と応用力を強化し、業界、国家と国際規格の制定作業の展開を支援する。工業設計者などの職業農業評価認定システムの先行試験の展開を支援する。人材導入、育成、評価、任用、表彰奨励とサービス保障メカニズムを革新し、ハイエンド人材導入計画と育成プロジェクトを実施し、「中国留学人材広州科学技術交流会」などの人材導入プラットフォームの役割を発揮し、高水準、グローバル化の優秀人材チームを整備する。2012年までに研究と発展経費が地区生産総値に占める比率が2.5％を達成し、研究開発人員総量が28万人に達する。2020年までに要素が完備し、支持力があり、開放的で包括的な自主革新環境を整備する。
五、インフラ施設の近代化の推進

　総合的に立案し、合理的に配置し、適度にリードし、安全的で信頼できる原則に応じて、当面の内需拡大の戦略チャンスをしっかりと捉え、交通、エネルギー、水利と情報インフラ施設整備を加速し、区域インフラ施設の一体化発展を進め、保障水準を向上し、インフラ施設の近代化を実現させる。

（一）開放的で近代的な綜合交通輸送システムを整備する。

強力に交通インフラ施設整備を進め、ネットワークが揃い、布石が合理的で、運行が高効率で、香港・マカオと環珠江デルタ地区と緊密に繋がる一体化の綜合交通輸送システムを整備し、珠江デルタ地区をアジア・太平洋地域で最も開放的で、最も便利で、最も高効率で、最も安全的な集客と物流中心にならせる。できるだけ早く珠江デルタ地域の都市間軌道交通ネットワークを整備し、区域内鉄道、高速道路と区域快速幹線ネットワークを完備し、珠江河口の東西両岸の交通連絡を増強する。環珠江デルタ地区の高速道路、中山-深圳の珠江河口に跨る通路、香港・珠海・マカオ大橋、深圳・香港東部通路、広州-深圳-香港高速鉄道、沿海鉄道、貴州-広州鉄道、南寧-広州鉄道及び広州、深圳、佛山、東莞の都市軌道交通などの重大なプロジェクトを重点的に整備する。都市の公共交通インフラ施設と広州、深圳、珠海などの交通中枢整備を強化し、区域公共交通ネットワークを完備する。珠江デルタの高等級内陸河川航路網の近代化水準を向上し、珠江河口港の資源を効果的に統合し、広州、深圳、珠海の近代化機能を完備し、香港の港との分業が明確で、優位性が互いに補完し、共同で発展する珠江デルタの港群体を形成させる。広州白雲国際空港の拡張を加速し、その中心輻射地位を固めてグローバル競争力を向上させる。深圳宝安空港を拡張し、改造し、そのサービス水準を向上し、それを大規模基幹空港に整備する。珠江デルタ地区の民用航空空港と香港・マカオ空港の協力を強化し、優位性が互いに補完し、共同で発展する空港システムを構築する。2012年までに珠江デルタ地区の高速道路延長が3,000キロメートル、軌道交通運営延長が1,100キロメートル、港の貨物取扱能力が9億トン、コンテナ取扱能力が4,700万TEU、民用航空空港の取扱能力が8,000万延べ人を達成させる。2020年までに軌道交通運営延長が2,200キロメートル、港の貨物取扱能力が１４億トン、コンテナ取扱能力が7,200万TEU、民用航空空港の取扱能力が1.5億延べ人を達成させる。

（二）清潔で、安全で信頼できるエネルギー保障システムを構築する。

地区内外のエネルギーインフラ施設整備を総合的に立案し、電力整備を中心として開放的で、多元的で、清潔的で、安全的で経済的なエネルギー保障システムを構築し、珠江デルタ地区の経済社会の発展を満たせる。前期作業の展開を加速し、規模的に原子力発電を発展させ、原子力発電産業チェーンを伸ばし、原子力発電の自主化を進め、広東を中国で重要な原子力発電拠点と原子力発電装備拠点にする。火力発電の発展を最適化し、沿海・河沿い地域で一群の環境保護型骨幹発電所を整備し、珠江デルタ区内負荷センターで支持電源を整備し、区域における暖房・電力・冷房の連合供給とグリーン発電模範工事の推進を総合的に立案する。合理的に広東省内の電源と「西部から東部への送電」外区電源を配置し、電力網の安全で安定的な運行を確保する。珠江デルタ地区の電力網と異なる区域に跨る送電通路をいっそう完備し、電力安全システムと緊急対応システムを構築し、電力網の災害対策能力と電力減災緊急対応能力を向上させる。国家重点オイルガスプロジェクトの戦略的計画の前提の下で、オイルガスのインフラ施設とLNG接収ステーションの整備を加速し、オイルガス管網の一体化を総合的に立案し、区域石油流通中枢と取引センターを整備する。着実にエネルギー備蓄工事を進め、石油備蓄拠点と大規模石炭中継拠点を建設する。国内外とのエネルギー提携を強化し、マルチルートでエネルギー資源を開拓する。積極的に新エネルギーとリサイクルエネルギーを開発し、風力発電場とソーラー利用工事を重点的に建設する。2020年までに供給能力が強く、構造が優れ、効率が高い近代的なエネルギー保障システムを構築する。

（三）人間と水の調和がとれた水利工事システムを整備する。

水利インフラ施設整備を加速し、水利防災・減災工事システムを完備し、水資源配置を最適化し、水資源保護と水汚染処理を強化し、洪水防止安全、飲料水安全、食糧安全とエコロジー安全を確保し、近代的な水利支持保障システムを作り上げる。北江楽昌峡、湾頭、大藤峡の水利センターの整備を重点的に進め、景豊聨囲、江新聨囲、中順大囲などの重要な江海堤防基盤補強、規格達成のための工事及び洪水防止、田畑排水工事を実施し、危険性があるダムの危険排除、基盤補強を加速する。珠江河口の整備工事を引き続き実施し、珠江流域の洪水防止工事基準を総合的に立案し、洪水防止・干害防止指揮システムの改善と基準超過洪水防止仮想案の整備をする。省部連携の珠江デルタ中小尺度気象災害モニタリング早期警報センターを整備する。河川管理と水生態保護のインフラ施設整備を引き続き強化し、水文、水資源と水環境のリアルタイムモニタリングシステムの整備を加速する。合理的で高効率な水資源配置と給水安全保障システムを作り上げ、広州西江の水導入、珠海竹銀水源などの水資源配置・備蓄工事の整備を重点的に進め、珠江流域の水資源の統括管理を強化し、西江上流の骨幹ダムと東江三大ダムの共同配置を実施し、珠江デルタと香港・マカオ地区の給水安全を保障する。農業、工業と生活節水作業を強化し、水資源利用効率を向上させる。2020年までに洪水防止能力は広州、深圳市の市街区で200年1回、その他の地方級都市の市街区で100年1回、県で50年1回、重要な堤防で50～100年1回を達成させる。給水水源保証率は大中都市で97%以上、普通都市と町で90%以上を達成、水源、水質はいずれも機能区水質目標を達成させる。

（四）すばやくて高効率な情報ネットワークシステムを構築する。

「デジタル珠江デルタ」整備の全体的要求に応じて、区画、部門、業界限界と体制性障害を突破し、情報インフラ施設整備力を増大し、新世代移動通信ネットワークの配置を加速し、段取りによって区域別で無線ブロードバンド都市群の整備を進め、「随時随所で需要に応じる」の珠江デルタ情報ネットワークを構築する。情報ネットワークの計画、整備と管理を総合的に立案し、真っ先に電気通信ネットワーク、インターネットと放送テレビネットワークの「3つのネットワークの統合」を進め、ネットワーク資源共有と相互接続、相互通信を促す。南方の近代的な物流公共情報プラットフォームを整備し、真っ先に「物流管理ネットワーク」を発展させ、インフラ通信ネットワーク、アプリケーションネットワークと無線周波インダクションネットワークの融合を進める。政府情報資源共有プラットフォームを整備し、情報安全保障システムを構築する。珠江デルタの基礎地理情報資源の開発利用を総合的に立案する。2012年までにインターネット普及率と家庭向けブロードバンド普及率はそれぞれ90％と65％以上、無線ブロードバンドの人口カバーレッジは60％前後を達成させる。2020年までに珠江デルタ地区はグローバル情報化先進水準を達成させる。

六、都市・農村発展の総合的立案

　都市・農村計画の一体化、産業分布の一体化、インフラ施設整備の一体化、公共サービスの一体化の全体的要求に応じて、社会主義新農村建設の推進に注力し、都市機能を改善し、向上し、真っ先に都市・農村の一体化発展の新規構造を形成させる。

（一）都市・農村計画と整備管理水準を向上させる。

　適切に都市と農村の計画の総合的立案を強化し、経済発展水準に適応する近代的な都市・農村模範地区を建設し、嶺南特色を持つ快適居住都市・農村を整備する。主体機能区計画を基礎として、国民経済と社会発展計画、土地利用計画と都市・農村計画が互いに繋がる計画システムを作る。合理的に機能ブロックを確定し、具体的な機能の位置付けを明確化し、都市・農村住民区と工業、農業区が互いに混雑する計画システムを変え、都市・農村整備の空間布石を最適化する。一体化の要求に応じて、都市・農村計画を総合的に立案し、編成し、関連設備の整備を強化し、農村の居住環境を改善する。その地に適して｢城中村（都市の中の村）｣を改造し、中空村を廃除し、小型村を合併し、都市・農村における新型コミュニティの建設を進める。都市・農村の非農業産業の空間布石の総合的立案を強化し、農村の産業構造を最適化し、都市・農村の産業発展を総合的に立案する。都市・農村の統一計画、統一整備、統一管理の新たなメカニズムを検討し、都市・農村建設管理水準を向上させる。計画制定の公開性、透明性と大衆参与度を向上し、計画編成と実施の法律化進展を進める。

（二）農村インフラ施設の整備を強化する。

　都市・農村のインフラ施設整備の一体化水準を向上し、農村インフラ施設整備の強化に注力する。農村の飲料水安全工事を強力に進め、農村の給水保証率と品質安全水準を向上させる。農村道路建設の等級と基準を向上し、農村道路管理維持メカニズムを健全化し、農村道路網システムを完備し、農村移動の公共交通化を加速し、2020年までに都市と農村をカバーする便利ですばやい公共交通旅客輸送ネットワークを整備する。農村の近代的な物流インフラ施設整備を加速し、都市の商業貿易流通企業が農村へ事業を開拓し、都市と農村のチェーン経営システムを健全化する。農村の清潔的で経済的なエネルギーシステムの整備を推進し、都市と農村の統一的な電力供給ネットワークをいっそう健全化し、農村のメタンガス、バイオ系清潔燃料、ソーラーなどのリサイクルエネルギー技術を推進し、農村住民があまねく清潔的で経済的なエネルギーを利用する目標を実現させる。農村清潔工事を実施し、農村のごみ、汚水集中処理システムの整備を加速し、農村の廃棄物と人獣糞便の無害化処理を実現し、農村の衛生条件と人間の居住環境を改善する。

（三）都市・農村の基本公共サービスの均等化を促進する。

都市と農村における教育、衛生、文化、社会保障などの公共資源の均衡配置を総合的に立案し、社会事業整備の重点を農村に置く。全面的に農村公共事業水準への財政保障を全面的に向上し、都市と農村で統一した公共サービス制度の制定を加速し、居住人口を目標群とする公共サービスシステムを健全化し、真っ先に基本公共サービスの均等化を実現させる。農村義務教育経費保障メカニズムを完備し、農村教師の採用規制を強化し、教師の退出メカニズムを作り、農村教育の教師レベルを向上し、都市・農村の義務教育の均衡的発展を促進する。農村向け職業教育育成訓練を強化する。農村医療衛生のインフラ施設整備を強化し、農村の早期予防保健と医療救護条件を全面的に改善し、新型農村医療協力制度を改善し、都市・農村を一体とする公共衛生サービスシステム、医療サービスシステム、医療保障システムと薬品供給保障システムの構築に注力する。農民工の権益保護を強化し、次第に農民工の子女就学、公共衛生等の公共サービスが都市居民と同様な待遇を享受できるようにする。都市・農村の就労を総合的に立案し、都市・農村の一体的な人的資源資料と公平競争の就労制度の整備を加速する。経済社会発展水準に適応し、都市・農村の全体を計画案配する社会保障システムの整備を加速する。農村養老保険制度を改善し、適切に土地収用される農民の就労トレーニングと社会保障をうまくする。強力に農村の社会福利と慈善事業を発展させて、制度が比較的統一し、待遇基準に区別がある都市・農村住民の最低限生活保障制度を作り、次第に最低限生活保障標準と補助水準を向上し、農村部の五保戸扶養、被災者、孤児救助政策を改善し、全面的に社会福利の全体的水準を向上させる。農村公共文化施設の整備を強力に推進し、コミュニティと田舎の下部文化施設を基礎として、都市・農村公共文化サービスシステムを完備する。農村の下部組織整備を強化し、都市・農村社会管理一体化水準を向上させる。
（四）都市が農村をけん引し、工業で農業を補完する新しいメカニズムを整備する。

　財政、金融などの農業支援政策システムを整備し、健全化し、都市・農村の対口支援メカニズムを完備し、次第に都市が農村をけん引し、工業で農業を補完する新しいメカニズムを形成させる。農村支援の財政保障メカニズムを改善し、各クラスの農村支援財政出動の増加幅が経常性収入増加幅を上回るようにする。政府投資、土地譲渡収益と耕地占用税の新規増加収入の使用構造を調整し、大幅に「三農（農村、農業、農民）」に用いる比率を引き上げる。農村の特徴に適する新型金融機関（組織）と農村へのサービスを中心とする地区性金融機関の発展を加速し、農村貸付担保メカニズムと農村信用システムの整備を推進し、政策性農業保険カバーレッジを拡大し、積極的に水稲、ブタ、漁業、森林保険の展開を支援する。2020年までに資本が十分で、運行が安全で、機能が完備した農村金融システムを整備する。農村が農村教育、医療衛生、文化などの分野に対する対口支援を強化し、都市による農村、二・三次産業による農村への先導的役割を強化する。

七、区域の調和がとれた発展の促進

　主体機能区の位置付けに応じて、珠江デルタ地区の空間布石を最適化し、広州、深圳を中心とし、珠江河口東岸、西海岸を重点として、珠江デルタ地区の経済一体化を進め、環珠江デルタ地区の発展加速をけん引し、資源要素が最適的に配置し、地区優位性が存分に発揮し、調和が取れた発展の新規構造を形成させる。

（一）中心都市の輻射・けん引の役割を発揮する。

広州市は省都としての優位性を存分に発揮し、ハイエンド要素の集約、科学技術の革新、文化の先駆けと総合的サービス機能を増強し、機能ブロックと産業布石をいっそう最適化し、珠江デルタ地区の1時間都市圏の核心を作り上げる。優先的にハイエンドサービス業を発展させ、先進的な制造業拠点の建設を加速し、強力に自主革新能力を向上し、真っ先に近代的な産業システムシステムを作り上げる。文化のソフトパワーを増強し、都市の綜合的競争力を向上し、国家中心都市、総合的なポータル都市と地区文化教育中心の地位を強化し、輻射・けん引の役割を向上させる。広州と佛山の同城化効果を強化し、珠江デルタ地区で布石が合理的で、機能が揃い、連絡が緊密する都市群を作るように誘導する。広州を広東の快適居住都市の優先地区に整備し、世界向けで全国にサービスする国際大都市を育成する。深圳が引き続き経済特区の窓口、モデル・ケースと模範地区の役割を発揮し、科学技術の研究開発、ハイエンドサービス機能を増強し、全国経済中心都市と国家革新型都市の地位を強化し、中国の特色ある社会主義の模範市とグローバル化都市を育成する。

（二）珠江河口の東岸地区の機能配置を最適化する。

　深圳市を核心とし、東莞、恵州市を接続点とする珠江河口の東岸地区は、人口構造を最適化し、土地利用効率を向上し、都市の総合的サービスレベルを向上し、要素の集中と集約化発展を促進し、自主革新能力を増強し、世界向けでは強力にグローバル化を推進し、全国向けではサービスで発展の新しい空間を創造し、コア競争力と輻射・けん引能力を向上させることである。深圳の通信設備、バイオロジカルエンジニアリング、新材料、新エネルギー自動車などの先進制造業とハイテク産業拠点の整備に注力する。東莞の加工制造業のシフト、グレードアップを加速し、松山湖科学技術産業パークを整備する。積極的に恵州の港隣接の基礎産業を育成し、石化産業拠点を整備する。珠江河口の東岸地区はハイエンド電子情報製品製造業の発展を加速し、世界電子情報産業拠点を整備する。強力に金融、ビジネス展示会、物発、科学技術サービス、文化アイデアなどの近代的なサービス業を強力に発展させ、産業構造の最適化を推進し、区域サービスと革新センターを整備する。   

（三）珠江河口の西海岸地区の発展水準を向上させる。

　珠海市を核心とし、佛山、江門、中山、肇慶市を接続点とする珠江河口の西海岸地区は、産業と人口の集約能力を向上し、要素の集約と生産サービス機能を増強し、都市と町のシステムと産業布石を最適化することである。珠海は存分に経済特区と区域優位性を発揮し、交通のインフラ施設整備を加速し、できるだけ早く珠江河口の西海岸交通中枢を整備し、ハイエンド要素の集約発展機能と革新発展能力を増強し、コア競争力を向上し、発展牽引能力を向上し、近代的な区域中心都市とエコロジー文明の新しい経済特区に育成し、科学が発展した模範市を目指す。珠海高欄港工業パーク、海洋工事装備製造拠点、航空産業パークと国際ビジネスリゾート区の建設を加速することである。佛山の機械設備・新型プラットディスプレイ産業集散区と金融サービス区、中山の港前装備製造・ファイン・ケミカルと健康産業拠点、江門の先進制造業重点発展区、肇慶の優位性のある在来産業のシフト・グレードアップ集散区を重点的に発展させる。珠江河口の西海岸地区は規模的に先進制造業を発展させ、強力に生産性サービス業を発展させ、主導産業を大きくて強くにし、若干のグローバル競争力を持つ産業集約群を整備し、新たな経済成長拠点を形成させる。

（四）珠江デルタ地区の経済一体化を推進する。

　珠江デルタ地区の9市は行政体制の障害を打ち破り、政府が推進し、市場が主導し、資源が共有し、調和がとれた発展を進め、互恵する原則に従い、提携メカニズムを革新し、資源配置を最適化する。珠江デルタ地区の一体化発展計画を制定する。一体化発展の促進に寄与する行政管理体制、財政体制が審査賞罰メカニズムを検討する。省政府の統一的な指導と調整の下で、都市の間、部門の間、企業の間と社会が広範に参与する多方面の提携メカニズムを作る。広州と佛山の同城化を模範に交通インフラ施設の一体化をアプローチとして、都市計画を総合的に立案し、インフラ施設が共同建設し、共有し、産業発展が互恵し、公共事務の管理に協力する一体化発展構造を積極的かつ確実に構築し、全体の競争力を向上させる。都市計画の一体化を進め、珠江デルタ都市群の空間構造の布石を最適化する。珠江デルタ地区の都市間高速軌道交通システムの建設を加速し、高速道路電子ネットワーク化料金徴収を進め、普通道路料金徴収所を取り除き、高速道路料金徴収所を減少し、統一した総合交通輸送システムを作り上げる。エネルギーインフラ施設の一体化の推進を総合的に立案し、統一した天然ガス輸送ネットワークと精製油パイプネットワークを整備し、区域内のオイル、ガス、電気の同価格化を実現させる。情報基礎ネットワークを総合的に立案し、情報交換基準と規範を統一し、公共情報データベースを共同で構築し、共有する。行政区に跨る産業発展計画を全体的に案配し、発展棲み分け、相互補完、相互促進の区域産業発展構造を構築し、産業の相乗発展を推進する。共同で区域環境モニタリング早期警戒システムを構築し、区域共同防衛メカニズムを作り、区域内の空気と水汚染の共同防衛を実現させる。社会公共事務管理の協力を強化し、区域における衛生、医療、社会保障、就労などの基本的公共サービスの均等化を進める。2012年までに基本的にインフラ施設の一体化を実現し、初歩的に区域経済の一体化を実現させる。2020年までに区域経済の一体化と基本公共サービスの均等化を実現させる。

（五）環珠江デルタ地区の成長加速をけん引する。

　環珠江デルタ地区とは、広東東部、広東西部、広東北部と周辺の省、区が隣り合っている地区を指す。存分に珠江デルタ地区の輻射、サービスとけん引機能を発揮し、要素の流動と産業移転を促進し、傾斜発展、分業合理の多段階産業群と優位性の相互補完、互利互恵の産業協力システムを形成させる。インフラ施設整備を強化し、港の運送システムを完備し、珠江デルタ地区に開通し、周辺地区に繋ぐ高速道路、鉄道通路を整備する。珠江デルタ地区の労働密集型産業の傾斜移転を推進する。広東東部、広東西部地区の石化、鋼鉄、船舶製造、エネルギー生産拠点の建設を加速し、沿海重油化学工業産業帯を整備し、広東北部地区を珠江デルタ地区の先進的制造業のサプライヤ拠点に育成する。珠江デルタ地区の広東東部、広東西部、広東北部地区の直接支援メカニズム、革新サポートメカニズムを健全化し、産業と労働力の「二重移転」を促進し、主導産業が集約的に発展する産業移転模範パークを重点的に支援し、産業集約群を整備し、条件を備えた産業移転パークで閉鎖的に管理する特殊監督管理区域又は保税監督管理場を設立する。広東東部、広東西部、広東北部地区の農村人口の都市への移転を加速し、広東東部、広東西部、広東北部地区で新たな経済成長拠点を育成する。
八、資源節約と環境保護の強化

　最も厳格な耕地保護制度と用地節約制度を実行し、資源節約・集約化利用水準を向上し、適切に環境保護とエコロジー建設を強化し、区域の持続可能な発展能力を増強し、真っ先に資源節約型と環境友好型社会を作り上げる。

（一）土地を節約し、集約的に利用する。

　土地利用の全体的計画と年度計画を厳格に実行し、適切に耕地と基本農田保護目標を徹底化する。耕地占用と補充規模を総合的に立案し、積極的に一部の低効率な山斜面の土地を整理して開発し、耕地を補充し、土地整理、開墾回復力を増大し、厳格に耕地占用・補充の平衡を実行する。積極的に耕地保護が厳しく、建設占用土地が少なく、用地効率が高い科学発展の道を積極的に検討し、土地管理方式を革新し、国家節約・集約的用地の先行試験模範地区を整備する。遊ばせている土地の処分力を増強し、準備した建設用地をスムーズに活性化させる効果的に河口と海岸の湿地を保護し、合理的で秩序よく海岸埋立地と砂浜資源を非農業建設に用いて、既存耕地の占用を減少させる。土地需要のコントロールを強化し、更に厳格な区域土地供給政策、土地使用基準と市場参入基準を実行し、差別化の土地供給政策を実行し、積極的に工業パーク産業が集約し、布石が合理的で、用地が集約する原則に応じてグレードアップ、改造を行うように推進し、交通インフラ施設整備、都市・農村建設用地の集約化を進める。用地の審査許可制度の改革を検討し、プログラムを簡略化し、監督を強化する。土地収益調節メカニズムの構築を検討し、経済手段で土地利用の集約化水準を向上させる。

（二）強力に循環経済を発展させる。

　開発・節約が同様に重要で、節約が優先することを堅持し、数量化、再利用、資源化の原則に応じて、強力に省エネルギー、節水、材料節約を進め、資源の総合的利用を強化し、グリーン生産を全面的に推進し、低投入、低消耗、低排出と高効率の経済発展方式を形成する。省エネルギー・排気ガス減少の目標責任制を徹底化し、厳格に新規プロジェクトの省エネルギー評価と審査制度を実施する。重点エネルギー使用機関の省エネルギー管理をうまく行い、工業、建物、交通などの分野の省エネルギー・消耗減少技術改良を加速する。2020年までに単位地区生産総値のエネルギー消耗が標準石炭ベースで0.57トンに低下する。国家政策に合う資源綜合利用プロジェクトの発展を奨励し、ごみ発電、余剰熱量利用による発電などの工事建設を推進する。電力需要の管理を強化し、節電管理の長期的効果メカニズムを作る。用水総量制御とノルマ管理を実行し、2020年までに工業用水重複率が80%に達する。都市・町の再生水利用システムを整備する。グリーン生産推進規則を制定し、企業のグリーン生産の推進を指導し、督促する。循環経済推進計画を制定し、積極的に資源節約と循環経済の発展に貢献する地方性価格、財政政策を検討し、一群の循環経済発展に合う工業パークを整備し、資源の高効率利用、循環利用の産業チェーンを整備する。省エネルギー・節水・省材料製品、リサイクル製品と省エネルギー・低公害自動車の生産と使用を奨励し、健康で文明的な資源節約の生産と消費モードを形成させる。

（三）汚染対策力を増大させる。

　予防を主として、総合的に整理する方針を堅持し、環境管理水準を向上し、環境管理機能を革新し、適切に人民群衆の身体健康に危害し、経済社会の発展に影響する著しい問題を解決する。汚染物の排出総量を低減するように厳格で力強い措置を取る。科学的で産業の布石を計画し、産業移転中の汚染拡散を回避する。工業企業のパーク進駐、廃水の集中処理を誘導する。

都市と町の汚水処理施設と管網の計画と整備を加速し、既存施設の運営への監督管理を強化する。都市と町のゴミ処理施設の計画と整備を加速し、ごみ収集・運搬システムを完備する。省境の水質モニタリングと川入りの汚染排出口の監督管理を強化する。水環境管理を強化し、広東・香港・マカオの提携強化に力を入れ、共同で珠江デルタ全体の水質を改善し、全体の水汚染量を減少し、汚水処理水準を高める。飲料水源の整備と保護を強化し、飲料水の安全を確保する。陸地・海洋を総合的に立案し、岸に近い海域の汚染を制御する。アトモスフィアの複合型汚染のモニタリングと予防システムを健全化し、アトモスフィアの灰色土煙問題の解決に力を入れる。積極的に農業水源汚染を改善し、重点的に鳥獣、水産養殖汚染を制御する。固体廃棄物処理を強化し、効果的に持続的な有機汚染物、重金属による土壤への汚染の制御と整理強化を行い、耕地品質を改善し、農業生産の安全を確保する。更に厳格な地区環境基準を制定し、環境保護のインフラ施設整備を総合的に立案し、環境管理体制メカニズムの革新と早期施行を奨励し、存分に価格、財政、金融などの経済手段を利用し、真っ先に政府、企業、公民のそれぞれの責任を負い、高効率で運行する環境管理メカニズムを作る。2012年までに都市と町の汚水処理率は80%前後、都市と町の生活ゴミの無害化処理率は85%前後、工業廃水排出の基準達成率は90%を達成する。2020年までに都市と町の汚水処理率は90%以上、都市と町の生活ゴミの無害化処理率は100%を達成し、工業廃水排出は完全に基準に適合する。

（四）エコロジー環境保護を強化する。

　区域エコロジーの安全構造を最適化し、珠江水系、沿海重要緑化帯と北部の連綿と続く山を主要な枠組みとする区域エコロジー安全システムを構築する。重要で敏感なエコロジー機能区を保護し、自然保護区と湿地保護工事の建設を強化し、河口と岸に近い海域のエコロジーシステムを回復し、沿海防護林、マングローブ工事と河沿い地域の防護林工事建設を強化し、森林経営を強化し、森林の品質と機能を向上し、エコロジーシステム構造の完全性を維持する。珠江流域の水源涵養林の整備と保護を強化し、土壌浸食を総合的に食い止める。都市の景観林、市街区域の公共緑地、都市を廻る緑化帯の整備を推進し、都市・農村緑化の一体化を促進し、道路と鉄道に沿う緑化帯の整備を加速し、農田保護区、農田森林網などの緑色オープン空間を維持し、ネットワーク化の区域エコロジー回廊を形成する。生態保護の等級別制御を実施し、流域、区域の全体を計画案配するエコロジー補償メカニズムの整備を検討する。2020年までに都市の1人当たりの公園緑地面積15平方メートルを達成し、エコロジー公益林90万ヘクタール、自然保護区82ヶ所を作り上げる。

九、社会事業の発展加速

　人民生活の改善を重点として、強力に各項目の社会事業を発展させて、適切に全体人民の「学ぶと教えることがある」、「動労すると所得がある」、「病気にかかると治療するところがある」、「老後になると養老場所がある」、「住むと居住所がある」を徹底化し、全国で高水準、高品質の社会事業発展模範区を作り、人間の全面的な発展を促進し、人民の幸せ、社会の調和がとれる進歩を実現する。

（一）優先的に教育を発展させる。

——基礎教育の構造を最適化する。合理的に義務教育の学校設立・運営資源を配置し、次第に居住人口の子女が平等に義務教育を受け入れる問題を解決する。実際状況から考慮し、地方財政から総合的に立案し、次第に入学前から高校段階までの教育普及を実現する。中等職業教育を重点として、強力に職業教育を発展させて、真っ先に農村向け中等職業教育の無料化を実現する。学校と企業との提携を進め、集約化職業教育研修拠点を整備し、もっと広い区域に職業技術教育資源を配置し、珠江デルタ地区を中国南方の重要な職業技術教育拠点に育成する。高等教育普及水準がいっそう向上し、著しく大学の科学技術革新とサービス能力を向上させる。

——新しい思惟とメカニズムで高等教育発展水準を推進する。香港・マカオのブランド大学が珠江デルタ地区で高等教育機関を共同で創設し、海外機関との学校運営の規制を緩和し、全方位、広領域、多形式の知力導入と人材育成の提携を奨励し、人材育成構造を最適化する。国家重点整備対象大学への支援を増大し、2020年までに重点的に3～5ヶ所の国外有名な大学を導入し、広州、深圳、珠海などの都市で高等教育機構を共同で創設させて、国内一流、国際先進な高水準大学1～2ヶ所を育成する。

——国家教育綜合改革模範区の創設を目指す。中長期教育発展綱要を制定して、真っ先に複数の形式による学校設立・運営パターンと運営方式を検討する。試験指向の教育モードを改革し、全面的に素質教育を実施する。積極的に教学改革と教師人員育成改革テストを展開し、人材育成モード改革を深め、人類の文明成果の伝承規則に合う教育方式を検討する。高等教育の学校運営自主権を拡大し、高等学校の管理方式改革を推進する。積極的に政府投資を主体として、マルチルートで教育費を調達する教育経費保障メカニズムを探求し、完備する。

（二）医療衛生サービスを完備する。

——公共衛生と医療サービス水準を向上させる。疾病予防制御、婦人・子供保健、精神衛生、職業衛生などの公共保健・医療施設の整備を強化する。重大な疾病の防止・制御、医療救護と衛生監督システム整備を強化し、突然発生公共衛生事件の緊急処理能力を向上させる。強力に都市と農村の下部医療衛生サービスシステムを発展させ、医療衛生サービス水準を向上し、適切に人民群衆が医者にかかる問題を解決する。愛国衛生運動を深く展開し、国家衛生鎮を普及させる。2012年までに真っ先に都市と農村の住民をカバーする基本医療衛生制度を作り上げる。2020年までに都市と農村の住民はだれでも優良品質な医療衛生サービスを享受することを実現する。

——医療衛生資源の配置を最適化する。大型医療設備、検査機器の計画と使用を全体的に案配し急診カルテの「一本通」と医療機関の医学検査、医学映像検査結果の相互承認をスタートし、実際サービス人口などの要素を考慮に入れて合理的に大型医療設備の配置数量を確定する。医療衛生資源が農村の下部、都市のコミュニティに分散することを推進する。高レベルの医学人材と下部向け実用的な衛生人材の育成と導入を総合的に立案する。存分に漢方薬の保健医療サービスにおける独特な優位性を発揮し、下部の医療保健・医療施設での漢方医学科、漢方薬局の標準化、規範化整備を加速し、真っ先に漢方医の「病気になっていないことを治療する」の予防保健サービスネットワークを整備し、健全化する。
——医療衛生機関管理体制と運行メカニズムの改革を推進する。公立病院の改革先行試験を展開し、「以薬補医（薬品収入の一部を医者に補助する）」モードを捨てて、公立病院の経済補償メカニズムを完備する。積極的に非公立医療衛生機関の発展を促し、投資主体多元化、投資方式多様化の病院経営体制を形成する。政事分開（政府と事業体の分離）、管弁分開（管理と監督職能の分離）、医薬分開（病院の治療と薬品使用の分離）、営利性と非営利性の分離という実現方式を検討し、医薬衛生体制改革において試験区の役割を果たす。

（三）住宅保障システムを健全化する。

——強力に保障性住宅建設を進める。廉租住房（格安賃貸住宅）、経済適用住房（低所得者向けの分譲住宅）建設の用地割当、税金・料金減免などの優遇政策を徹底化し、政府による投資を拡大し、廉租住房による住宅ローン返済困難者の住宅保障の役割を増強する。

——住宅貨幣分配と政策性賃貸メカニズムを完備する。住宅貨幣補助金基準が住宅市場価格、住民収入水準などに適応する動態調整メカニズムを作る。住宅積立金制度を完備し、適度に住宅積立金の賃金総額における比率を引き上げ、住宅保障における積立金の役割を果たし、従業員の住宅支払能力を増強する。政策性賃貸住宅制度を導入し、新規就職職員、中低収入者の住宅ローン返済困難世帯と規定条件に合う一時滞在者の基本住宅需要を満たす。

（四）就労と社会保障システムを完備する。

　就労促進の政策システムとサービスシステムの完備を加速する。就労促進の各種類の優遇政策を徹底化し、都市・農村と省内外の各種類の群体労働者の就労を全体的に計画配案する。農村労働者の職業技能トレーニングを強化し、その移転就労能力を高め、珠江デルタ地区を全国農村労働者移転就労の職業技能トレーニング模範地区にする。労働者の職業技能素質を昇格させて、全国一流の職業技能開発評価模範拠点を整備する。創業支援政策を完備し、操業して、創業サービスシステムを健全にし、創業トレーニングを強化し、全国的な創業先導就労孵化拠点を作り上げる。全面的に労働契約制度と集団契約制度を実行し、労働保障監察システムと労働紛争仲裁メカニズムを健全化し、法律に基づいて労働者の合法的権益を守る。安全生産監督管理を強化し、職業病の予防治療を強める。

——都市と農村をカバーし、国民全体に恩恵を与える社会保障ネットワークを完備する。養老保険制度システムを整備し、健全化し、都市と町の基本養老保険範囲を拡大し、次第に基本養老保険の個人口座を徹底化し、養老保険の省クラスの総合的立案を実現する。新型農村養老保険制度を作り上げる。できるだけ早く養老保険手続の無障害移転を実現させる。2012年までに都市戸籍の従業員の保険加入率は９５%以上、出稼ぎ労働者の保険加入率が80％以上、農村養老保険加入率は60％以上を達成させる。そのうち、土地被収用農民の保険加入率は90％以上を達成させる。都市・農村を総合的に立案し、基本的な医療を保障し、多方面に必要な医療保障システムを満たし、住民全体の医療保険加入を実現する。失業保険制度改革を深め、労働災害保険と生育保険のカバーレッジを拡大する。強力にすべての雇用機関が法律に基づいて農民工のために労働災害保険加入手続きを取扱うことを推進し、国家クラス労働災害回復拠点を整備する。次第に都市と農村をカバーする定年退職者の社会化管理サービスシステムを完備する。最低限生活保障を基礎とする社会救助システムを完備し、社会福利、優待慰撫・配置と災害救済緊急保障体制を強化する。社会保障待遇調整メカニズムを整備し、完備化し、次第に社会保障水準を向上させる。2020年までに比較的完備した保障力がある社会保障システムを作り上げる。

（五）調和の取れた文化を作る。

——公民の文明的な素質を高める。社会主義核心価値教育モードを革新し、社会主義核心価値システムを国民教育と精神文明建設の全過程に盛り込ませる。中華の優秀な伝統文化と嶺南特色文化を発揚し、創業、革新、誠実と信用の精神を育成し、時代的特徴を持つ新時期の広東人精神を作り、物質文明と精神文明の共同発展を促進する。誠実・信用意識の増強を重点として、社会公徳、職業道徳、家庭美徳と人徳の育成を強化する。学習型社会を作り、勉強に熱中し、知識をあがめ尊ぶよい雰囲気を作る。

——都市と農村をカバーする公共文化サービスシステムを作り上げる。基礎文化施設普及工事を実施し、市、県（市、区）、郷・鎮（町）、行政村（コミュニティ）の4クラスの公共文化施設ネットワークを完備し、2012年までに下部の文化普及の各条項の主要な指標は全国のトップ水準を達成し、都市「10分間文化圏」と農村「5キロメートル文化圏」を作り上げ、都市と農村の民衆が無料で各種類の公益性文化サービスを享受することを確保する。公共文化サービス方式を革新し、文化情報資源共有ネットワークサービスシステムを整備し、健全化し、公共文化流動サービスプロジェクト整備を推進し、全国的な公共文化普及模範地区を作る。積極的に文化遺産資源を掘り起こし、緊急措置をとって、効果的に保護し、その歴史と科学価値を持つ文化遺産を効果的に保護する。2020年までにサービスが優良で、全社会をカバーする公共文化サービスシステムを作り上げる。

——文化革新を推進する。文化体制改革を深め、積極的に国有経営性文化機関の企業転換・制度改革を進め、文化産業競争メカニズムを整備し、完備し、多元化、市場化の生産と消費空間を作り、活力に富む文化製品生産とサービス経営メカニズムを作り上げる。ハイエンド人材導入プロジェクトを実施し、優秀な文化製品の創作を奨励し、優秀文化芸術ブランドを作る。絶えず先進的な文化の発展を進め、積極的に向上し、特色が鮮明で、構造が最適化し、科学技術価値が高い文化産業システムを作り、もっと良く人民群衆の多段階、多方面、多様化の精神文化需要を満たす。

十、体制メカニズムの新たな優位性の再創出

　珠江デルタ地区、特に経済特区の「モデル・ケース」と模範地区としての役割を引き続き果たし、行政管理体制改革を突破口として、経済体制と社会管理体制改革を深め、民主法制を健全化し、重要な分野と肝心な一環で先に試みて、真っ先に社会主義市場経済体制を完備し、科学の発展のために強大な原動力を提供する。
（一）行政管理体制を革新する。

——中国の特色ある社会主義行政管理体制づくりの全体要求によって、経済調節、市場監督管理と公共サービスの基本的な位置付けに応じて簡素化、統一、効能の改革方向に従い、職能転換、関係整理、構造最適化に力を入れ、存分に資源配置における市場の基礎的役割を果たし、サービス政府、責任政府、法制政府と清廉政府のつくりに取り組む。政企（所有権と経営権）、政資（行政管理者職能と国有資本所有者職能）、政事（政府と事業体)、政府と市場仲介組織との分離を全面的に推進する。市場メカニズムによって調節されることはいずれも断固として市場に放たれる。企業によって自主的に決定されるべきことはいずれも一律に企業に回る。社会組織によって解決されることはいずれも積極的にその管理を社会組織に回る。政府が責任を負うべきことはいずれも適切に履行すべきである。政府は国家マクロコントロール政策措置の徹底化、発展環境の改善、経済発展の推進、就労と社会保障の促進、市場監督管理の強化、市場秩序の規範化、社会事業の発展加速、適切な生態環境保護などの面に精力を注ぎ込むことである。突然発生事件処置と社会治安総合管理の能力を増強する。財力と職権が適応する原則によって、科学的に各クラス地方自治体の財力を配置し、市（地方）、県（市）政府による公共サービス能力を増強する。いっそう垂直管理部門と地方政府の権力と責任の関係を明確化する。各条項の関連措置を制定し、各クラスの政府の主要な職責評価、審査と責任追究制度を完備する。

——政府組織システムと運行メカニズムをいっそう最適化する。深圳市などの地方が方策決定権、執行権、監督権が相互に制約するが、相互に調和がとれる要求によって、政府機構設置において真っ先に機能を有機的に統一する大部門体制を実行することを支援し、条件が熟した時に珠江デルタ地区と全省で推進する。一部の条件がある地方を選んで、機構編成の科学化、規範化、法制化管理の先行試験を進め、機構編成管理と財政予算、組織人事管理の相互制約メカニズムを検討し、合理的に行政事業を編成する。経済社会発展の需要に適応し、条件を備えた地方を選んで、合理的に行政区画を調整する。省による県の直接管理体制を試行し、県クラス政府経済社会管理権限を一層拡大する。積極的に郷・鎮の機構改革を進める。強鎮拡権（鎮を強大にし、権力を拡充する）の原則によって、一定の人口規模と経済実力を持つ中心鎮に対して一部の県クラス経済社会管理権限を授与する。県クラス政府駐在地と緊密に繋がる郷・鎮に対して、条件が熟した時に県クラス政府の出先機関に転換する。規模がより大きく、都市化水準がより高い超大型郷・鎮に対して、地区クラス市の市管轄区を統合し、設立する。郷・鎮事業所管理体制を革新し、新型農業社会化サービスシステムを作る。
——政府管理とサービス方式を改善する。行政審査許可制度改革を深め、行政審査許可項目を引き続ききちんと整理し、調整し、行政審査許可を一層減少し、規範化する。中山市による革新審査許可方式改革テストの展開を支援する。企業登録方式を改善し、告知承諾制を試行する。行政事業性料金改革を進め、料金項目を減少し、真っ先に珠江デルタ地区で審査許可管理の「ゼロ料金」制度を実行する。部門に跨る統一的な相互接続eガバメントプラットフォームの整備と完備をし、積極的にオンラインオフィスと政務処理を推進する。行政監督制度を完備し、省、市、県と鎮クラスの電子監察システムの4クラスネットワーク接続推進を加速する。政務公開を進め、政府情報開示制度を完備し、存分に政務情報による経済社会活動と人民群衆生産生活サービスへの誘導の役割を発揮する。行政計画と行政指導を強化し、委託購買サービスと契約式管理を拡大し、現代的な行政管理方式を推進し、管理コストを引き下げ、作業効率を向上させる。政府管理方式を規範が秩序よくて、公開的で透明的で、便利で高効率な根本へ転換させる。

——責任･権利･利益が互いに統一した要求によって、専門管理が比較的集中し、総合管理重心が下へ移動する都市管理体制を作る。行政執行資源を統合し、総合行政執行システムを作り、行政執行プログラムを減少し、複数の部門による行政事務管理を免れる。政府内部関連領域の情報が共有し、インタラクティブする作業メカニズムを作る。行政執行論争調和メカニズムを健全化し、行政執行責任制、評価審査制と責任追及制をかんびする。都市公共事業改革を深め、多元化の投資メカニズムと規範的で高効率な運営メカニズムを作り、次第に公共事業の整備と運営市場規制を緩和する。公共事業監督管理モードを革新し、政府、公衆と社会の三方面が共同で参加し、有機的に結合する監督管理評価システムを作る。

（二）経済体制改革を深める。

——農村経済体制改革。農村の基本経営制度の安定と完備をし、既存の土地請負制度が安定を保持し、長期的に変わらず、関連政策を制定し、実施する。農民の新型協力組織を育成し、強力に農民専門協力組織を発展させ、多元的な農業社会化サービスシステムを発展させる。積極的に集団森林権力制度改革を進め、農民の経営主体の地位を確立する。積極的に農村土地請負経営権流通市場を育成し、発展させて、条件を備えた地方が多方式の規模化経営を進むことを支援する。全力で農村土地確認権登記、証書発行作業を推進し、農村の各種類の土地登記資料の収集、整理、共有と総括・提出管理をうまく行い、農村土地登記結果検索サービスを提供する。土地収用制度改革を引き続き深め、次第に土地収用範囲を縮小し、土地収用の補償メカニズムを完備し、法律に基づいて農村の集団土地を徴収し、同地・同価格原則によってタイムリーに農村集団組織と農民に合理的な補償を定額で行い、土地被収用農民の就労、住宅、社会保障をうまく解決する。農村集団建設用地の使用権流通の推進を快速し、次第に集団建設用地と国有土地の同地同価格化を進め、都市と農村で統一した土地市場を作り上げる。宅地管理制度を革新し、宅地管理を厳格化し、法律に基づいて農家宅地の用益物権を保障する。都市建設用地増加と農村建設用地減少とのリンクの先行試験を展開し、土地利用構造と布石を最適化する。農業投入保障メカニズムを健全にする。政府が誘導し、多方面から投資する村クラス公共事業整備の新しいメカニズムを作り、村クラス公共事業「一事一議」の財政奨励・補償方法を制定する。農村信用基礎を再建し、農村金融サービスの新しい方法を切り開く。恵州、佛山、中山などの市が都市と農村発展の総合改革のテストを全体的に計画配案することを支援する。
——財政と投資体制改革。基本公共サービス均等化と主体機能区整備の要求に応じて、公共財政システムを完備する。財政予算編成、予算執行と監督・審査が互いに制約しても互いに調和がとれる財政管理体制づくりを検討する。財力と職権が互いに対応する体制を健全にし、各クラスの財政所得分配関係を整理する。財政支出構造を調整し、重点的に基本公共サービス均等化に貢献する分野に傾向する。主体機能区を示す要素を増加し、移転支払方法を健全にする。財政資金の分配方法を改革し、制度健全、公開透明方式を通じて財政資金を取得するメカニズムの整備と健全をする。投資項目管理を完備し、地方投資プロジェクトの審査許可権限を拡大する。政府投資管理制度を完備し、政府投資行為を規範化し、政府投資プロジェクトの公示先行試験を展開する。

——金融改革と革新。金融改革と革新の面で先行先試し、金融改革革新の綜合試験区を作ることを認める。条件に合う企業の債券発行を支援する。持分投資機関を育成する。創業投資指導基金を作り、創業投資を発展させる。革新中小企業の融資モードを革新し、積極的に中小企業の信用担保基金と区域性再担保機構を作り、小口資金貸付会社と中小企業投資会社を発展させる。着実に金融業の総合的経営の先行試験を進める。確実に人民元の外国為替派生商品取引を展開し、革新し、各種類の経済主体為替レートリスク管理に便宜を図る。短期輸出信用保険市場の開放を検討し、輸出信用保険のカバーレッジを拡大し、輸出志向型企業が大きくて強くになるように支援する。国家外貨管理改革の枠組みの下で海外投資外貨管理改革を深め、条件を備えた企業を選んで国際貿易の人民元決算の先行試験を展開する。内部コントロールとリスク防止メカニズムを健全化し、金融監督管理を強化し、金融リスクの防止と解消をする。

——企業の体制改革。先進国の国有企業管理経験を参考にして、国有資産運営と監督管理モードを革新する。国有資本の参入・撤退、合理流動のメカニズムを完備し、国有経済の布石と構造調整を加速し、積極的に国有企業株式制改革を進め、強力に混合所有制経済を発展させ、国有企業全体の制度改革、株式公開を促進し、国有経済の活力、制御力と影響力をいっそう強化させる。積極的に基幹分野、支柱産業と先導産業への国有資産の集約を進める。近代的企業制度を作り、法人管理構造を完備する。国有企業の経営管理人材選抜と任用制度を改革し、完備し、プロマネージャー・マーケットを作る。国有企業リスクマネジメントシステムを構築し、完備する。複数形式の新型集団経済の発展を検討する。資本譲渡、株式構造調整、企業統合とその他の有効な方式を活かし、集団企業の改革を進める。強力に私営経済を発展させて、非公有制企業の投資分野と業界規制を緩和し、金融サービス、公用事業、インフラ施設整備などの分野に入るように合理的に誘導する。非公有制企業自身が改革し、近代的な法人管理構造を作り、大きくて強くなるように奨励する。
——市場環境を完備する。電気、オイル、ガス、水、鉱物などの資源的商品と要素価格の改革推進を加速し、市場需給状況、資源不足程度と環境損害コストを反映させる価格形成メカニズムを作る。土地供給制度を改革し、経営性用地土地使用権の入札募集、競売と開業制度を完備し、市場メカニズムの土地資源配置への基礎的役割を強化する。行政性独占と地区封鎖をいっそう打ち破り、市場の一体化を進める。水資源管理体制改革を推進する。行政執行、業界自律、世論監督、民衆参与が互いに結合する市場監督管理システムを完備する。市場監督管理モードを革新し、行政執行と司法がリンクする監督管理メカニズムを健全化する。市場経済秩序を規範化し、製品品質監督管理メカニズムを健全化する。社会信用システムの整備を加速し、組織機構コードや身分証番号などを基礎とした実名制情報システムの構築と完備をする。企業信用警告、懲戒及び信用早期警戒メカニズムを構築し、健全化し、誠実で約束を守る社会環境を作る。適度に信用サービス市場を開拓することを検討する。既存の政策法規をきちんと整理し、完備する。市場経済秩序を規範化し、安定的で規範的な政策と法制環境を作る。

（三）社会管理体制改革を推進する。

——社会管理制度を改善し、社会管理方式を革新する。先進国・地区の先進的な経験を参考にして、絶えず公共管理構造を改善する。下部の社会管理体制改革を進め、政府と都市・農村の自治組織の関係を整理する。社会管理資源を統合し、下部の自治機能を増強する。コミュニティ管理体制を完備し、コミュニティ公共資源共有メカニズムと総合的管理メカニズムを構築する。治安管理と都市管理、市場管理、業界管理などが有機的に結び付く新規モードを革新する。真っ先に全面的に事業機関の分類改革を完了させる。政府による直接提供、政府による社会組織への提供委託、政府購買などの方式で、多元的な公共サービス供給モードを形成する。社会組織と企業の公共サービスへの参与を奨励し、公共サービスの能力と効率を向上させる。積極的にボランディアサービスチームを育成する。社会組織の登録登記規定を簡略化する。珠海などの市による社会管理総合改革の早期改革を支援する。

——所得分配を調節する。国民所得分配構造を調整し、次第に住民収入の比率を引き上げ、初回分配における労働報酬の比率を高める。最低限賃金基準が経済成長と物価増加に適応する連鎖メカニズムを作る。賃金の集団協議、最低限賃金、賃金支払保証、賃金ガイドラインと企業賃金報酬調査などの制度を作り、健全化し、最低賃金労働者の賃金水準を着実に向上し、次第に企業と機関の離職休養・退職人員の所得水準を引き上げる。都市・農村住民、特に農村住民の財産性と移転性所得を増加する。所得分配の調節力を強化し、次第に社会の異なる階層の所得格差を縮小する。
——戸籍管理の制度改革を進める。都市・農村住民戸籍の統一登記管理制度を実行する。戸籍移転政策を改革し、調整し、市外出身の人口を当地の社会管理に盛り込む。流動人口サービスと管理体制の革新を進め、中小都市での戸籍登記規制を緩和し、都市と町で安定的に就労して居住する農民を秩序よく都市部住民へ転換させる。産業シフト・グレードアップの要求に適応し、中級以上の技能を有する流動就労人員の戸籍登記許可政策を完備する。流動人口のポイント累積制管理方法を探求し、完備し、流動人口が都市に流入するように導く。居住証と「一証通」制度を全面的に推進し、流動人口管理とサービスを強化する。広東省における外国籍人員の登記管理制度を完備する。
（四）民主法制の整備を推進する。

——法治政府づくりに注力する。法に基づく行政を堅持し、執行行為を規範化し、厳格に法定権限と法定プログラムによって事務を処理し、法律の権威を守る。権力があると必ず責任があり、権力を利用すると監督を受け、権利を侵害すると賠償をしなければならず、法に反すると追及される法制観念を樹立し、公務員の法制と責任意識を強化し、全面的に行政執行責任制を徹底化する。政務開示を進め、執行効能を高め、執行監督を強化し、科学的で厳格な法治評価システムのつくりを検討する。司法開示を進め、司法公正を確保し、司法救助と法律援助を強化する。法律化方式の改善を検討し、法規の多元的な起草メカニズムを作り、制度から法律化起草、コンサルティング論証プログラムの有効なルートの改善を検討する。法律化公聴会など公民の秩序ある政治参与の制度とメカニズムを作り、健全化する。法律化後評価と法規・定款の定期調整制度を作る。
——方策決定の科学化、民主化を進める。重大な方策決定の規則とプログラムを完備する。重大な事項の集団決定、専門家コンサルティング、民衆参与と方策評価などの制度を健全化する。方策フィードバック・改善メカニズムと責任追及制度を作る。人民代表大会代表、政治協商会議委員監督と参政、議政制度と選民連絡制度を改善する。重大な方策決定について民主諸党派と無所属人士の意見を求める規則とプログラムを健全化し、それを制度化し、規範化する。公民の秩序ある政治への参与を拡大し、公民の権利行使と義務履行を導く。ニュース・世論監督を強化し、存分にインターネットの監督の役割を果す。科学的な政策プログラムの研究と制定を強化し、公民の知情権（事情を知る権利）、言論表現権、参与権や監督権の合法的権益を保障する。下部民主制度を健全化し、都市と農村の住民が更に適切な民主的権利を多く享受することを確保する。

（五）存分に経済特区の改革開放の先行的役割を果す。

経済特区は全国改革開放の旗幟である新しい歴史時期には、経済特区が全国に先駆け、大胆に探求し、改革・革新する精神を引き続き発揮し、改革開放を深化し、体制メカニズムの新たな優位性を再創造する先駆を勇敢に担当し、全国の改革開放における珠江デルタ地区の窓口、試験、模範と先導的役割の発揮を推進し、思想解放、改革開放、社会主義発展観の徹底化と社会主義の調和の取れた社会づくりの面で先行することである。経済特区、特にシンセン綜合改革試験区は綜合改革の全体的方案を制定し、秩序よく改革を進め、改革難題攻略での先行先試を許し、真っ先にいくつか重点分野と肝要な一環で新しい突破を遂げる。

十一、開放・提携の新たな局面づくり。
　窓口の役割を一層果たし、広東・香港・マカオの提携、汎珠江デルタの地域提携、中国―アセアン間の提携を重要なプラットフォームとして、強力に国内の対外開放を進め、全面的に世界の主要経済体との経済・貿易関係を強化し、積極的で主導的に国際分業に参与し、真っ先に全方位、多段階、広領域、高水準の開放型経済の新たな構造を作り上げる。
（一）開放型経済水準を昇格させる。

——対外貿易発展方式を革新する。全国での先導と模範的役割を果し、輸出入構造を最適化し、品質で勝ち、対外貿易を貨物貿易中心から貨物貿易とサービス貿易の並行発展へ推進させる。積極的に対外貿易経営パターンの転換を推進し、世界資源を活かし、産業のグローバルチェーンを伸ばし、ハイエンド貿易を発展させる。加工貿易の産業チェーンの延伸を奨励し、一群の規模と優位性がある加工貿易企業がOEM生産、委託設計から自主ブランドへシフトすることを支援し、設計研究開発能力とブランドマーケティング能力を増強し、内販業務を増加し、全国加工貿易転換・進級模範地区の整備を支援する。税関特殊監督区と保税業務監督管理所を科学的に計画し、合理的に設立し、珠江デルタ地区保税加工業と保税物流業の持続的で健全な発展を支援し、全国税関特殊監督管理区計画の制定において白雲空港綜合保税区の設立を総合的に立案する。強力に金融、ソフト、文化などのサービス貿易を発展させて、一群の国際サービスアウトソーシング拠点を整備する。真っ先に国際慣習に合う品質、安全、環境、技術、労働者などの基準を実行し、「電子港」の整備を加速し、税関照合、検証などの面の規範化、グローバル化、便利化を実現する。サービス貿易が輸出入貿易総量に占める割合は2012年までに20%、2020年までに40%以上を達成する。

——外資利用水準を向上させる。積極的に世界トップ500社と世界業界先導企業の投資を誘致し、厳格に低水準、高汚染、高エネルギー消耗の外資プロジェクトの進出を規制する。外資がハイテク産業、近代的なサービス業及び研究開発、運営センターなどに投入されるように誘導し、エネルギー、交通、環境保護、物流、観光などの分野での国際提携を推進する。積極的に金融、教育、医療、文化などの分野の中外合弁・提携の先行試験を展開する。積極的に海外の優秀な人材による創業、投資を誘導する。外資利用は資金を主とした方式から先進的技術、管理経験と高素質人材を主とした方式へ昇格し、制造業中心から制造業とサービス業の並行推進へ転換する。

——「海外進出」戦略の実施を加速する。条件を備えた企業が海外で生産拠点、販売センター、研究開発機関と経済貿易協力区を設立し、海外資源開発提携、国際労務提携、国際工事請負を展開し、海外の基幹技術を把握している中小企業、研究開発機関と販売ネットワークを買収するように奨励する。企業の「海外進出」を支援する全体的な協調メカニズムを完備し、資金調達、外国為替審査、人員出入国、貨物通関、検査・検疫、プロジェクト管理などの面ですばやくて高効率な国内支持システムを作り、領事保護、リスク防止、情報コミュニケーション、政府調節の面で海外サービスシステムを整備する。2020年までに年間売上高が200億米ドルを超える本土系多国籍企業10社を育成する。

——規範化、グローバル化の企業運営環境の構築に取り組む。合理的に国際慣習と規則を利用し、積極的に国際規則・規格の制定に参与し、能動的にそれに適応する体制メカニズムを作り上げる。契約精神、法治観念と商業信用意識を強化し、完備した法制、透明的で安定的な商業制度と規範的な商業紛争解決メカニズムを作り、国際規則を熟知している金融、法律、会計などの専門人材チームを育成する。企業設立、経営許可、人材招聘、財産権登記と多国間取引などの面で便利で高効率なサービスを提供し、投資家権益を保護し、香港・マカオと共にグローバルな企業運営環境の最もよい地区を整備する。
——積極的に国際経済リスクを防止する。国際経済リスクの早期警戒メカニズムと防止メカニズムを作り、自発的に対応し、国際経済リスクを防止する。多国間資金流動のモニタリングと早期警戒メカニズムを健全化する。積極的に国際金融革新と提携、多国間合併・買収、国際産業技術規格調整、国際貿易紛争、為替レート変動、国際エネルギー資源価格変化によるリスクを防止する。
（二）香港・マカオとの緊密な提携を推進する。
——重大なインフラ施設の結合を進める。互恵・相互補完の原則によって、香港・マカオとの調和がとれた提携を強化し、存分に双方の優位性を活かし、都市計画、軌道交通ネットワーク、情報ネットワーク、エネルギー基礎ネットワーク、都市給水などの面で香港・マカオとの結合を支援する。広州・深圳・香港旅客輸送専用線の建設を加速し、できるだけ早く香港-珠江-マカオ大橋、深圳東部境界通過高速道路と香港西部通路との高速道路などのインフラ施設に着工し、積極的に蓮塘/香園圍港の計画と整備を進め、積極的に深圳・香港の空港提携などのプロジェクトを推進する。港、埠頭、空港などのインフラ施設整備、運営や管理の面での提携を支援する。珠江河口地区の「湾区」重点行動計画の共同立案、実施を支援する。積極的に香港・マカオとの税関提携を展開し、港通関業務改革を深め、監督管理結果が互いに承認し、共有するメカニズムを検討し、密輸取締、知財権保護の面での提携を強化する。広東省と香港・マカオ地区との人員往来の便利化を支援し、「144時間便利化ノービザ」を最適化する。
——産業提携を強化する。全力で珠江デルタ地区の香港・マカオ加工貿易企業の産業チェーンの延伸、近代的なサービス業と先進的な制造業への発展、シフト・グレードアップの実現を支援する。また、労働密集型企業の順調な移行を支援し、香港系企業の内陸市場開拓に協力し、外部環境急変に対応する能力を増加する。内陸と香港・マカオとの経済貿易緊密化協定（CEPA）を深め、それを徹底化し、香港・マカオへの先行先試作業をうまくする。広東・香港・マカオによるサービス業の共同発展を支援し、国際金融、貿易、水上運輸事業、物流、高付加価値サービス中心としての香港、世界観光リゾート中心としてのマカオの地位を固める。川上・下メーカーの棲み分けを堅持し、香港・マカオとの金融業の提携を強化する。香港・マカオ地区銀行の人民元業務の穏健な発展を支援し、香港・マカオ地区の貿易の下での人民元価格計算、決算の先行試験を展開する。国際物流産業、展示会産業、文化産業と観光業の共同発展を奨励する。銀行、証券、保険、評価、会計、法律、教育、医療などの分野の就職資格の相互承認作業の展開を強化し、サービス業の発展のために条件を創造する。珠江デルタ地区の企業が香港へ上場し、融資することを支援する。科学技術革新の提携を支援し、香港・深圳、香港・広州、珠海・マカオの革新提携メカニズムを作る。広州南沙新区、深圳前後海地区、深港境区、珠海横琴新区、珠海・マカオの境界を跨る提携区などの提携区域を計画し、整備し、香港・マカオのサービス業、ハイテク産業などとの協力を強化するキャリヤーとする。広東・香港・マカオの三地区の優位性が相互補完し、共同で国際競争に参与するように奨励する。
——優良品質な生活圏を共同で建設する。教育、医療、社会保障、文化、緊急管理、知財権管理などの面で提携を展開し、香港・マカオの人間の内陸での就労、生活に便宜を図る。専門技能人材育成の提携を推進する。広東・香港・マカオの三地区の伝染病疫病発生情況の通達と共同防衛・制御、突然発生衛生事件の緊急対策提携メカニズムと食品、農産物の衛生事件の相互通達・調査メカニズムを完備する。労働関係の協調提携メカニズムの構築を支援する。共同で緑色大珠江デルタ地区の優良品質生活圏を作る。汚染共同防衛メカニズムづくりを奨励し、環境汚染整備、境界を跨るエコロジー保護区の共同建設、ダム貯水区保護を展開する。広東・香港による清潔エネルギー及びリサイクルエネルギーの共同研究、グリーン生産実施等の面での提携を支援し、経済的効果を持つ区域エネルギー供給・販売ネットワークを整備する。香港・マカオに輸送する農・副産物と給水の優良品質、安全を確保する。広東、香港とマカオによる清潔エネルギー政策の共同推進を支援し、次第に全国のその他の地区より優れる自動車燃料、船舶用燃油と排気ガス規制を実現し、珠江デルタ地区の空気品質を改善するようにする。珠江デルタ地区の循環経済産業の発展を支援し、広東、香港とマカオによる物料回収、リサイクル、廃棄品のエネルギー転換の提携展開を支援し、廃棄物管理の提携モードを研究する。

——提携方式を革新する。香港・マカオとの協調、交流を強化し、経済と社会発展の提携を推進する。広東、香港とマカオの三地区が中央関連部門の指導の下で提携に関する自主協議の範囲を拡大することを支援する。協議で合意した前提の上で、香港・マカオと共同で区域提携計画を編成する。広東・香港、広東の・マカオ行政指導者連合会議メカニズムを改善し、連合会議による提携推進の実際的な効用を増強する。市場を主として、政府を指導とした原則を堅持し、企業と社会組織の役割をいっそう果し、学術界、商工業界が複数の形式で交流、提携を行うメカニズムを作るように奨励する。

（三）台湾との経済貿易提携水準を昇格させる。

珠江デルタ地区の既存の台湾系企業を頼りに台湾との経済貿易提携をいっそう拡大し、提携分野を広げる。複数の交流メカニズムを作り上げ、協会、商業会議所などの民間交流力を増大し、経済・貿易商談、提携フォーラムとビジネス考察を展開するように奨励する。台湾との経済貿易、ハイテク、先進製造・近代農業、観光、科学技術革新、教育、医療、社会保険、文化などの分野での提携を強化する。海峡西岸の農業提携を強化し、珠海金湾台湾農民創業園と佛山海峡西岸農業提携実験区の整備を強化する。積極的に台湾商人のために良好な企業経営と生活環境を作り、台湾商人子弟学校の創設と関連医療、労働災害保険メカニズムづくりを奨励する。広東東部地区が地理、人文が通じ合っている優位性を活かし、台湾との貿易を発展させて、台湾との経済貿易提携水準を昇格させる。

（四）汎珠江デルタ地域提携を深める。

　汎珠江デルタ地域提携を全国区域協調発展全体戦略に盛り込み、引き続き提携を深め、東中西部地区の優位性の相互補完、良性インタラクティブ、調和がとれた発展を奨励する。指導協調を強化し、絶えず提携メカニズムと協力計画を改善し、提携モードを革新し、提携プロジェクト専門チームの設立を検討し、提携が実効を遂げることを確保する。資金、技術、人材、情報、資源などの要素のすばやい流動を促進し、産業の区域提携を進める。省間通路の建設を加速し、珠江デルタ地区を核心として周辺に輻射する総合交通ネットワークを構築する。「西部から東部への送電」を重点とするエネルギー提携を引き続き実施し、送電ネットワークを完備する。生態環境整備を推進し、水源保護と汚染対策の提携を強化する。科学技術、人材、知財権保護、観光などの面での提携を展開し、区域技術、ヒューマンリソース、無障害観光区などの提携プラットフォームを整備する。情報インフラ施設整備を加速し、電子商取引の提携を推進する。自発的に行政壁障を解消し、企業信用情報共有メカニズム、共同執行メカニズム、権利維持連鎖メカニズムと検査結果相互承認制度を作り、公平的で開放的で、規範的で統一的な大規模市場の整備の加速を支援する

（五）アセアンなどの国際経済区域との提携を強化する。

国際経済区域、新興市場との多段階、多方式、多分野の提携を展開し、多元的な国際経済貿易提携構造を作り上げる。中国－アセアン自由貿易区の枠組協議の下で、アセアン国家の関連機関との対話協調メカニズム、友好省州、都市関係のつくりを支援し、民間コミュニケーションの展開、経済・貿易交渉会の開催、文化交流の拡大を奨励する。シンガポールなどのアセアン先進国との経済、技術、パーク管理、人材育成などの面との提携を支援する。資金・技術優位性企業がアセアン国家における資源開発、製品販売、インフラ施設整備、農産物栽培・加工と水産物養殖・加工の提携展開を奨励し、優位性産業のアセアン国家での発展、アセアンとの輸出入貿易拡大を奨励する。アセアンとの観光提携を奨励し、観光ビザ便利化の提携メカニズムを作る。欧州連盟、北米自由貿易区との経済、技術、人材、貿易などの面での提携を拡大し、強力にインド、ロシア、ブラジルと中東地域などの新興市場を開拓し、オーストラリア、ニュージーランドと南米、アフリカ各国との経済貿易提携を強化し、多元的な国際経済貿易提携の局面を開拓する。存分に中国（広州）輸出入商品取引会、中国（広州）中小企業博覧会、中国（深圳）国際ハイテク成果取引会、広東国際コンサルティング会、友好省・市及び都市などの提携プラットフォームを活かし、もっと高い段階の対外開放と交換を推進する。

十二、計画実施の保証メカニズム

存分に珠江デルタ地区改革発展推進の重大な意義を見極め、適切に計画実施の組織指導を強化し、計画実施メカニズムを完備し、計画の順調な実施を保障することである。

（一）組織指導を強化する。

　広東省と国務院関連部門は適切に綱要実施の組織指導を強化し、実施案を制定し、作業分業を明確化し、作業メカニズムを完備し、作業責任を徹底化する。国家の関連部門の指導の下で重点分野の特定項目を編成する。当該計画綱要によって機能の位置付けと発展重点を確立し、関連プロジェクトの組織、実施をしっかりと推進することである。当面の最も緊迫し、最も際立って、最も重大な問題から着手し、措置を徹底化し、計画綱要の順調な実施のために基礎を打ち立てることである。綱要の実施過程において新しい情況の研究を重視し、新しい問題を解決し、新しい経験をまとめ、重大な問題についてタイムリーに国務院に報告することである。

（二）全体的立案、調整を強化する。

　国務院関連部門は各自の機能を結び付けて、綱要実施の指導を強化することである。当該計画綱要の要求によって本部門の珠江デルタ地区発展改革を支援するための具体的な政策措置を制定し、関連計画の編成、政策実施、プロジェクト配置、体制革新などの面で積極的な支援を与え、組織・協調作業をうまくする。部門間の交流と協調を強化し、地方が計画綱要の実施課程において直面した問題の解決を指導し、支援する。

（三）監督検査を強化する。

　国家発展改革委員会は関連部門と当該綱要の実施状況の追跡分析を強化し、各項目の作業と政策措置の徹底化の監督、検査作業をうまくする。広東省人民政府と共に定期的に実施状況の評価を展開し、かつ実施状況を国務院に報告する。社会監督メカニズムを完備し、民衆が積極的に計画の実施と監督に参与するように奨励する。

新時期・新段階の珠江デルタ地区の改革発展推進は、使命が光栄で、任務がきわめて厳しく、責任が重大である。計画綱要の実施をきっかけに精神を奮い立たせ、思想を解放し、積極的に開拓し、力の限りで努力するように広大な人民群衆を動員し、全国の改革開放と社会主義現代化建設の新しくて偉大な歴史旅路における珠江デルタ地区の新規局面開拓、新しい業績づくり、新しい輝きづくりを促す。
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